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オーストラリアでビジネスを切り開く日本人 

今年６月、シドニー市内の最高級
ホテルの一つ、全日空ハーバーグラ
ンドホテル・シドニーの看板が、シ
ャングリラホテル・シドニーに書き
換えられ、ついにシドニーから日系
のホテルが全て撤退することとなっ
た。
拡大を続けるオーストラリア経済

とは裏腹に、オーストラリアに進出
している日本企業数はここ10年余り
の間に減少の一途を辿っている。
シドニー日本商工会議所に加盟し

ている企業・団体数で見ると、現在
173社と、1992年の最盛期に比較
して６割以下の水準に落ち込んでい
る。同事務局長篠原崇氏によると、
一時期金融機関の数が撤退・合併等
により大幅に減少したが、最近では、
業種に関係なく、撤退する企業が後
を断たず、厳しい状況が続いている
とのことである。
しかし、このような傾向とは関わ

りなく、オーストラリアにしっかり
根を張り、逞しく活躍している日本
人ビジネスマン達がいる。彼らは、
日本人であるバックグラウンドを生
かしながら、異国の地で、裸一貫で
ビジネスを興し、それを拡大してい
るのである。
今回、オーストラリアの経済の最

近のトピックスとともに、日本人ビ
ジネスマンの活躍ぶりを紹介したい。

オーストラリア経済の現状
去る８月に失業率が13年ぶりの低

水準である5.8％を記録したことに証
明されるように、オーストラリアの
経済は引き続き、好調に推移してい
る。91/92年度に始まったプラス成
長は、13年の長期にわたり継続中で
あり、いまだ、止まるところを知ら
ない。
本年６月末時点の第２・四半期の

経済成長率が、前期比0.1％（年率
２％）の伸びに終わり、２年半振り
の低水準となった。しかし、連邦政
府、経済アナリストとも、これは、
昨年豪州を襲った100年ぶりとも言
われる干ばつによる農業部門の不振
およびイラク戦争、新型肺炎SARS
等の国外要因による一時的な現象で
あるとの見方で一致している。
今年度（2003/04年度）の政府の
経済成長見通しは、3.25％で、その
達成を危ぶむ声は聞かれない。むし
ろ、加熱する景気・インフレ等を抑
制する観点から、4.75％のキャッシ
ュレート（公定歩合）を、年末に向
け、0.5％程度引き上げる可能性を指
摘する声が出始めている。
このように好調な豪州経済に死角

はないのだろうか。実は一つある。
現在、日本のバブル期にもたとえ

られる住宅投資への加熱ぶりが問題
視されている。10数年前までの日本
社会で生きていた土地神話が、この

国では、いまだにしっかり生き続け
ているのである。
この２年余りの間、豪州の株式相

場も日米欧の相場に引きずられ低迷
を続けた。政府による減税等の住宅
取得優遇策の効果もあって、一気に
住宅への投資が活況を呈するように
なった。
この２年間で豪州の平均住宅価格

は、約1.5倍に跳ね上がり、７年間で
は２倍を超えている。一方で、勤労
者の平均年収と平均住宅価格の乖離
が大きくなり、住宅取得のための個
人負債残高（平均）も、毎月、過去
最高を更新し続けているといった状
況にある。
また、実需以上の住宅・マンショ

ン建設が進められ、空室率が上昇傾
向にあり、投資目的で購入した住宅
の借り手が見つからない、などの声
が聞かれ始めている。
IMF（国際通貨基金）も、9月18

日に、今後の経済への悪影響を心配
し、豪州の住宅バブルに対する懸念
を表明した。しかしながら、当地の
一般国民の間では、移民の流入等に
より人口が堅調に増加していること
から、住宅取得需要も底堅く、住宅
価格が一時的に平準化することがあ
っても暴落することはありえないと
の楽観的な見方が支配的である。今
後の動向が注目されるところである。



展開する店舗も、日本食レストラ
ン、カジュアルダイニング、回転寿
司、居酒屋と、４店舗ともその趣を
異にしている点が興味深い。
料理の素材については、こだわり

を持って取り組んでいる。寿司であ
れば、寿司ネタに地元で獲れた生き
のいい魚を厳選し、焼肉であれば和
牛種（豪州産）を用いるなどといっ
た具合である。メニューによっては、
利益を度外視しているようなものも
ある。
しかし、日本人が美味しいと思う

料理を、オーストラリア人にも味わ
ってもらいたいというのが、定松氏
の心情である。また、店を出す度に
ジャンルを変えているのも、現状に
満足することなく、自分のアイデア
を新たな店舗として具体化したいか
らである。最近オープンした居酒屋
「武蔵」は、メニューはもちろん、立
地、内装、レイアウトにも随分こだ
わっている。
自ら厨房に入ることも多い定松氏

だけに、提供する料理に対するこだ
わりも相当だが、経営者としての目
も確かである。
「当たり前だが、シドニーに住む

数少ない日本人だけを相手に日本食
レストランを幾つも出しては、経営
は成り立たない。いかにオーストラ
リア人を惹きつけられるかがポイン
トになる。
店のレイアウトも雰囲気も、オー

ストラリア人が入りやすい、心地よ
いものに工夫している。オーストラ
リアでは、日本の店舗や料理をその
まま持って来ては、決してうまくい
かない。
自分自身の強みは、過去の失敗も

含め、来豪18年間に培った、ノウハ
ウと、豪州人人脈の豊富さに尽きる
と思う」
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毎月2回お届けします　IBOニュースレター：http://www.mydome.or/jp/ibo/mailtoroku.html（無料）

オーストラリアでチャレンジする
日本人ビジネスマン

次に、シドニーを拠点にビジネス
を切り開く、３人の若手日本人ビジ
ネスマンを紹介したい。

河野　一郎氏（ストークグローバル
社）
河野氏が10年前にシドニーに設立

したストークグローバル社は、ジュ
ース、練りゴマ、豆乳等の豪州産オ
ーガニック食品を日本へ輸出してい
る商社である。きめの細かい顧客へ
の対応、生産者との緊密な連携を大
切にし、委託製造業者への設備投資
も積極的に行っている。
その行動力と活気溢れる事業環境

を実現しているのが、33歳の青年社
長である河野氏と現地採用のオース
トラリア人、あるいは日本やアジア
各国からやってきた若いスタッフ達
である。
同社のこだわりは、消費者への情

報開示・提供の部分に顕著に現れて
いる。同社のホームページ（ http://
www.organicestate.com.au/ ）で
は、有機農法にこだわる豪州契約農
家の工夫や苦労・奮闘ぶりを紹介す
るほか、そもそもオーガニック食品
とは何なのか、といった基本的な消
費者知識の普及にも努めている。そ
のオープンな姿勢は、扱っているオ
ーガニック商品に自信があるからで
きることであろう。
また、河野氏は、幾つかあるキーポ
イントの中でも、とりわけ、同社の製
品を直接販売する小売店販売担当者へ
の教育が、重要であるとも強調する。
「オーガニック商品を販売するお

店や販売員に、そもそもオーガニッ
ク食品とは何なのかとの知識がなけ
れば、お客さんからの素朴な質問に
も答えられず、みすみす販売の機会

を逃すことにもなりかねない。
お金も時間もかかるが、私自身が、

毎月、日本に出張し、小売店の店頭
に立ち、そこの担当者とじっくりお
話するように心がけている。また、
商品を購入していただくお客さんの
声も、少しでも多く聞くように努め
ている。現場が色々なことを教えて
くれる。弊社は、オーガニック食品
という商品を介して、豪州の農家と
日本の消費者をつないでおり、農
家・小売店および消費者、そのいず
れをおろそかにしても、ビジネスは
うまくいかない。」
河野氏は、米国の大学に留学後、

日本の水産会社の外食事業部に勤務
していたが、父親に同行してシドニ
ーに出張し、そのままオーストラリ
アに居を構えることになった。そし
て羊皮の買い付けなどの業務を請け
負っていた。その後独立し、ストー
クグローバル社を設立した。食品の
輸出等を手がけていた際に、豪州の
オーガニック食品に魅せられるよう
になり、現在に至っている。
同社は、日本市場へのビジネス成

功事例として、ニューサウスウエー
ルズ州等の州政府やJETROなどの政
府機関から、セミナーでの講演依頼
が寄せられるなど、既に当地では大
きな注目を集めている。

定松　勝義氏（鱒屋グループ）

定松氏は、現在、シドニー市内に
４つの日本食レストランを展開する
鱒屋グループの代表取締役である。
豪州では、ここ数年、寿司をはじ

めとする日本食に対する人気は、ま
すます高まってきている。寿司
（Sushi）、刺身(Sashimi)、照り焼き
チキン（Teriyaki-Chicken）、鉄板
焼き（Teppan-yaki）などの日本語
は、そのまま英語として通用してい
る。
しかし、日本人以外の経営による

日本食レストランでは、姿・形は日
本食そっくりでも、その不可思議な
味にびっくりさせられることも多い。
日本人自身の経営による日本食レス
トランは意外と少ないのだ。
そのような中で、定松氏の経営す

るレストランは、きちんとした日本
食が手ごろな値段で楽しめる店とし
て、豪州人にも日本人にも絶大な人
気を誇っている。

ストークグローバル社河野氏（左）

オーガニック農場にて

定松氏（右）と播本オーストラリア事務

所長　武蔵にて
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海外進出への第一歩　IBO共同事務所（オフィス：ロッテルダム、シンガポール、上海　　デスクスペース：シンガポール）

定松氏は、現在、さらに新たな店
舗の開設準備を進めているほか、豪
州への進出を予定している日本の大
手外食チェーン店の出店に関するア
ドバイス・協力等をも手がけている。
同氏の多忙な日々に、当分、終わり
は無さそうである。
（鱒屋グループＨＰ：
http://www.masuya.com.au）

西本　直樹氏（リンクネット・オー
ストラリア社/企業ネットワーク・イ
ンク（非営利団体））
西本氏については、３月号のIBO

ニュースの企業インタビューで紹介
したが、同氏は、今年７月、志を同
じくする仲間達とともに、これまで
の異業種交流会の活動をさらに一歩
進め、新たに、企業のビジネスサポ
ートや起業家の支援を目的とする
「企業ネットワーク・インク」（ニュ
ーサウスウエールズ州認可による非
営利団体）を設立した。西本氏は設
立の背景や使命について次のとおり
語っている。
「自分は、以前から、異業種交流

会を単なる情報交換の場に留めては
いけない、との思いに駆られてきた。
新たなビジネスを興すベースとなる
ようなネットワークの場を提供し、
具体的な起業につなげていく活動を
しなければ意味がない、との気持ち

があった。
幸い、ここには、自分と同じ思い

を持つ同志も多く、弁護士、個人事
業主、大手金融機関重役などの仲間9
人で創立コミッティーを結成し、今
回思い切って、起業支援を目的とす
る非営利団体を設立した。
具体的には、日本の類似の団体と

の交流・連携を通じて、日豪間での
新たなビジネスを興していきたい。
既に、インターネットを介した英会
話ビジネスや、ワインなど、まだま
だ日本に十分紹介されていない豪州
の優れた産品の提供など、幾つかの
計画が進んでいる。
今後、プランが具体化していく中

で、会員間で、その新たなビジネス
を進めるに当たっての責任・役割分
担、出資割合などを調整する段階に
移って行く。
日本では、このような起業を目的と
するNPOや、それを一歩進めた組織
である「企業法人」は、今では珍しく
ない。しかし、日本人が海外で設立し
た同種の団体は、まだまだ少ない。
それだけに、我々には、日本の団

体、企業家との連携等を通じたビジ
ネスチャンスが無数にあると考えて
いる。そう考えるとワクワクする」
以上の３人は、いずれもまだ、30

代もしくは40代前半の若い実業家で
ある。

３人とも、自分自身の能力と経験、
そして当地で培った人脈を拠り所とし
て、ビジネスを起こし、また、新たな
取り組みにもチャレンジしている。
３人に共通するのは、発想が常に

前向きで、いつもエネルギッシュに
動いていること、また、明朗で、人
当たりが良く、事業で失敗した経験
等も含め、過去を現在の成功へのス
テップとして生かしている点などで
ある。
「チャレンジ精神」、正にこの言葉

がぴったりはまる逞しい日本人たち
である。
（企業ネットワーク・インクＨＰ：
http://kigyonetwork.com
〈ＨＰは10月末開設予定〉
E-mail：naoki@lincnet.com.au）

今年５月頃、大阪本町に本店を置
く、ひとりの若い経営者が貿易相談
に来られた。
彼は、数年前に父親の後を継いで

社長に就任し、これまでの鉄鋼部品
専門商社では事業の拡大が望めない
と、車両用ワックスの欧州向け輸出
を手掛けたという。今回の貿易相談
の目的は、いかにしてこの新規事業
で飛躍的に収益を上げることができ
るかということであった。
この会社は堺市や東大阪市の中小

企業が製造した車輪部品を国内で販
売していた。しかし、日産がルノー
社（フランス）と業務提携したため
日産からの注文が激減した。そのた
め同社は鉄鋼部品の取り扱い比率を

下げて、車両用ワックスのビジネス
に参入した。
その社長は、ロンドン留学の経験

を生かし、インターネットを通じた
海外ビジネスに着手し、５年前から
ドイツのハンブルグ市にある販売店
に対し、車両用ワックスの輸出を開
始した。年間売上高は、約5,000万
円となっている。
しかし、全社の売り上げおよび利

益が頭打ちとなった上に、前社長か
ら引き継いでいた車両部品の国内販
売が、人件費などを除くと大赤字だ
ったので、昨年鉄鋼製品担当の営業
マンを対象としたリストラを断行せ
ざるを得なかった相談者は、どのよ
うにすれば車両用ワックスをドイツ

だけでなく、EU（欧州連合）全体に
販売することが可能になるか、販売
量の拡大方法を模索していた。この
ような事情のもとで私を訪ねてきた。
ハンブルグの販売店はすでに北欧諸
国やイタリア、フランスなど南欧諸
国にも広く販売しているので、販路
拡大だけでは売上を大きく伸ばすこ
とは、できないだろうと私は感じた。
そこで、私は自分の体験を踏まえ、

委託加工貿易の検討を提案した。現
在、この企業は日本メーカーからの
最終加工品を仕入れそのままドイツ
へ輸出しているだけであった。
これでは当然のことではあるが、

ドイツへの販売価格と国内仕入れ価
格との差額しか利益が出ない。日本

委託加工貿易により飛躍的な売り上げＵＰを！ 
～貿易相談の現場から～ 

貿易相談員　中矢　一虎 

西本氏（右）とスピーカーのデービッ

ト・カーター氏　異業種交流会にて
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貿易実務、海外投資でお悩みの方に　地域別相談（無料）

について少しでも理解を深めていた
だければ幸甚である。

（１）インドの政治・経済情勢の概要

南アジアを含めたアジア諸国の政
治体制が軍政や大統領制、議院内閣
制、共産党一党独裁制などさまざま
に変容している中で、インドは日本
と並び50年以上にわたって民主主義
政治体制を維持してきた数少ないア
ジアの大国である。国家元首である
大統領も、実質的な政治的権限をも
つ内閣総理大臣も、国会議員も直接
および間接の選挙で選出される。
独立以来政党が政治の中心を担っ

てきており、1980年代まではジャ
ワハルラル・ネルーや、その娘のイ
ンディラ・ガンディー、その息子で
あるラジブ・ガンディーが指導する
インド国民会議派（Indian National
Congress）が国会で圧倒的過半数
を占めてきた。国民会議派は、
1977年に一時的に、非国民会議派
に政権を譲ったが、基本的に長年与
党の地位にあった。一党独裁制とは
言わないまでも一党優位制であった
ことは確かである。1991年のラジ
ブ・ガンディー元首相の暗殺を機に
国民会議派の党勢は影をひそめ、現

昨年、国交樹立50周年を迎えた日
印関係は、新たに戦略的なパートナ
ーシップを築こうとする機運が芽生
え、両国は新時代を迎えたと言える。
2000年8月の森首相（当時）のイ
ンド訪問を皮切りに、今年の6月まで
に両国の要人が相互に往来し、長い
間途絶えていた閣僚レベルでの交流
が活発に行われている。2000年の
首脳会談で合意された「21世紀にお
ける日印グローバル・パートナーシ
ップ」や、翌年の「日印共同宣言」
により、日印関係は新たな一歩を歩
み始めたのである。アジアの二大大
国がようやくお互いを認識し、手を
結び始めたとも言えるだろう。
日印関係をさまざまな角度からア

メリカや中国、韓国、ロシア、東南
アジア諸国などとの関係と比べてみ
ると、両国間の距離は物理的だけで
はなく、心理的にもまだまだ遠い。
二国間の関係を測る‘ものさし’と
しては、輸出入総額、直接投資総額、
在留邦人数、航空便の就航数などい
ろいろあるが、日印関係は他の国に
比べて数値が低いのが実状である。
日本にとってアジアの真のパート

ナーとなるべきインドの現状を紹介
するのが本文の主題であり、インド

在はラジブ・ガンディー氏の夫人で
あったソニア・ガンディー女史が党
首を務めるものの、求心力の低下は
免れず近年は野党第一党に甘んじて
いる。
それに代わって台頭してきたのが

インド人民党（Bharatiya Janata
Party，BJP）である。1977年に
成立した非会議派政権で与党であっ
たものの、長年野党として国民会議
派政権と対決してきた。1996年に
は比較第一党になり政権を担当した
ものの、過半数を確保できずに数日
で他者に政権を譲った。しかし、
1998年には他の地域政党との連立
に成功し、それ以来与党の地位に就
いている。現総裁はベンカイア・ナ
イドゥー氏が努めているが、元総裁
のヴァジパイ氏（現首相）やアドヴ
ァニ氏（現副首相兼内相）が実質上
の党の最高権力者である。
その他に州の利益を最優先する地

域政党の台頭も目覚しい。タミル・
ナドゥ州のドラビダ進歩連盟やアン
ナ・ドラビダ進歩連盟、アンドラ・
プラデシュ州のテルグ・デサム党、
マハラシュトラ州のシヴ・セナなど
が有力な地域政党である。現在はイ
ンド人民党に協力している地域政党

台頭するアジアの大国・インド 
～21世紀、日本の真のパートナー～ 

インド貿易振興局　高橋　秀征 

のメーカーから大口需要用のドラム
缶入りの車両ワックスを買い付けて、
最終消費者用の包装等を人件費の安
いアジアで行えば、収益は劇的に改
善するだろうとアドバイスした。
また、上記の方法では限界がある

ため将来的には、委託加工貿易に取
り組んだ方がいい。つまり、車両用
ワックスの成分をメーカーの了解を
得た上で細かく分析し、かつ最終加
工品の製造方法を習得する。日本の
メーカーから主原料だけを買い付け、
副資材の調達や最終製品の製剤小口
パッキングや化粧ケース詰めなどの
一貫した作業をアジアの企業に委託
するのである。
この「海外委託加工生産」により

国際取引での収益は飛躍的に改善さ
れるだろう。
過去、多くのわが国のメーカーは

自社商品の品質向上を最重要視して
いたため国際取引は、商社に任せて
きた。しかし、今ではソニーやトヨ
タを始めとして、日本メーカー自身
が自ら最終製品の販売を行うのが常
態化している。過去、メーカーは高
品質な商品の開発のみに全精力を注
いできたが、今は自ら製造した商品
を自ら販売する時代に入っている。
最終製品を単に右から左へ移す古き
良き商社活動は根本的に見直しが迫
られてきている。
商社として生き残るためには、原

料製造メーカーと一体となり製品の
最終工程に関する生産活動も兼務す
る「川中戦略」を実施することが重
要となる。しかし、商社として気を
つけなければならないことは、信頼
できる委託加工会社と組んで事業を
行うことである。単に委託加工業務

は大幅な収益増を望めるからといっ
て、安易に委託加工先を選定しては
ならない。相手の技術力、事業の遂
行能力および経営者の事業に対する
姿勢をしっかりと見極めた上で、委
託加工の契約を締結すべきである。
また、商社の側でも原料の調達か

ら最終商品の引取りに至るまで責任
を持って管理する体制を取る必要が
ある。今までは、最終商品を右から
左へ移す単純作業だけであったが、
突然在庫管理から物流の管理まで行
うことになるため、当初はかなり戸
惑うかもしれない。しかし、古き良
き商社活動では飛躍的な売り上げア
ップが望めないのであれば、新しい
取引形態を考えていかなければ今後、
企業自体の存立継続さえ今後は難し
くなるだろう。「委託加工貿易の導入」
を強く勧めるゆえんである。
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安心した取引を可能にする海外取引先信用調査　ダンレポート（有料）

が多いが、1996年から98年にかけ
ては、地域政党を中心に共産党、ジ
ャナタ・ダルで構成された統一戦線
（United Front Government）が、
国民会議派の閣外協力を得て与党の
地位にあった。
言語の分布からインドを見てみる。

ヒンディー語が国語、英語が準公用
語になっているにもかかわらず18の
言語が公用語として認められている。
この国は、28の州と７つの連邦直轄
地に分かれている。基本的に言語に
よって州を分割している。例えばタ
ミル語を話す人々が集まる地域をタ
ミル・ナドゥ州、テルグ語を話す地
域をアンドラ・プラデシュ州、マラ
ータ語を話す地域をマハラシュトラ
州、ベンガル語を話す地域を西ベン
ガル州といったようになっている。
また多様な宗教をもつインドでは

国旗を決定する際にも宗教が大きく
考慮に入れられた。国旗はオレン
ジ・白・緑の三色で、中央部分にチ
ャクラと呼ばれる円形のものが描か
れている。これらはインドに存在す
る宗教の色を表している。オレンジ
はヒンドゥー教、白はキリスト教、
緑はイスラム教、そしてチャクラは
仏教を手厚く保護したアショーカ王
がインド全土に建立した石柱に描か
れた円の模様であり、仏教の象徴で
ある。
多言語・多民族・多宗教であるイ

ンドの人口は、中国に続く世界第２
位であると言うことは広く知られて
いるが（2001年に行われた国勢調
査では10億を超えている）、面積も
約329H（日本の約10倍）と世界第
７位である。世界国勢図会2003／
04によると、2001年のインドの国
内総生産は4,773億USドルで、韓
国を抜いて世界第12位である。また
米国中央情報局（CIA）は、2002年
度のインドの国内総生産購買力平価
(Purchasing Power Parity・PPP)
の総額を2兆6,600億ドルと予測し
ている（World Fact Book 2003）。
アメリカ、中国、日本に次ぎ第４位
の地位を占めていることは意外に知
られていない。
食料資源を始め、鉄鉱石や石炭、

綿花など資源は豊富であると同時に、
近年では経済政策の転換とともに、
第二次、第三次産業の発展がめざま
しく、コンピューターソフトウェア

産業や自動車産業は「花形産業」で、
発展途上国の典型的な経済体制であ
る一次産品輸出の経済構造から徐々
に脱皮を図っている。
コンピューターソフトウェア業界

で構成するインド・ソフトウェアサ
ービス業協会(NASSCOM)による
と、コンピューターソフトウェアの
総輸出額は、1996／97年度には
411億ルピー（11億6,000万USド
ル）であったのが、2000／01年度
には2,750億ルピー（59億8,000
万USドル）と約６倍に急成長を遂げ
ている。
インドのソフトウェア産業の急成

長ぶりは様々なメディアの報道によ
り広範に知られているが、自動車産
業についてはわが国ではそれほど知
られていない。数年前までは日印合
弁のマルティ・ウドヨグ社や国内企
業であるタータ自動車をはじめ、ア
ショーク・リーランド社並びにヒン
ドゥスタンモーター社がほぼインド
の自動車市場を独占していたが、こ
こ数年間で、わが国からはトヨタ自
動車、ホンダ自動車、三菱自動車が、
韓国からはヒュンダイ社、デウー社
が、アメリカからはフォード社が、
ヨーロッパからはオペル社やルノー
社など海外自動車企業が多数進出を
し、それに伴って国内企業も自動車
のモデルチェンジに奔走するなど空
前の自動車ブームが起きている。
2001年の二輪自動車の生産台数

は、世界国勢図会2003／04による
と、432万台、保有台数は2,834万
台で、中国に次いで世界第二の地位
にある。
インドの経済状況は世界情勢の変

化とともにこの10年間で激変した。
1980年代まではソ連と緊密な関係
を保ち、社会主義的・閉鎖的経済を
維持していた。1991年の外貨危機
を契機に経済政策の転換を余儀なく
され、マン・モハン・シン蔵相（当
時）の指導の下、新経済政策 (New
Industrial Policy) の発表、IMF・世
界銀行提言構造調整プログラムの受
け入れなど経済自由化路線に踏み切
った。この流れを統一戦線政権（ゴ
ウダ首相・グジュラ－ル首相）も現
在のインド人民党主導連立政権も受
け入れており、これまでに産業ライ
センス規制緩和、外資積極活用、貿
易制度改革、為替切り下げと変動相

場制移行などを柱とした一連の自由
化政策を断行した。1990年代半ば
までは６～７％の経済成長率を維持
し続け、現在でも世界中の景気が減
速傾向にある中で４～５％の成長率
を堅持している。

（２）日印関係の現状

現在、わが国とインドとの間に大
きな懸案事項はない。1952年、両国
は平和条約を締結し、外交関係を樹
立し、以来50余年の良好な関係を維
持している。昨年、国交樹立50周年
迎えさまざまな記念行事が催された。
両国は、混沌とする現在の国際関

係の中にあって、外交関係の多角化
を目指し、更なる関係の強化を模索
している。前述した「21世紀におけ
る日印グローバル・パートナーシッ
プ」や、「日印共同宣言」では、国連
改革、シーレーンの安全、情報技術
(ＩＴ)分野などにおいて相互協力が確
認されている。
ことにＩＴに関する両国間の協力

は目を見張るばかりで、査証制度の
緩和措置により、60社を超えるイン
ドのIT企業が日本に進出している。
特にコンピューターソフトウェア関
連の日本への輸出は、NASSCOMの
資料によると、1994／95年度には
1,400万USドルであったのが、
2000／01年度には1億6,000万
USドルと10倍以上の伸びを示して
いる。
ＩＴのみならず、えびを中心とし

た海産物、鉄鉱石、繊維製品の対日
輸出も、順調な伸びを示している。
特に繊維製品は、ベッドシーツ、枕
カバー、ランチョンマット、玄関マ
ット、バスマットなどの家庭用品、
婦人用のドレス、ショール、スカー
フや紳士用シャツなどが日本人に長
く愛されている。日本繊維輸入組合
の資料によると、2000年における
テーブルリネン・テーブルクロスの
対日輸出額は14億9,800万円であ
り、わが国における同品目の全輸入
額の43％を占め、中国を抜いて最大
の輸入相手国となっている。
しかし、アメリカ、中国、韓国、

その他のアジア諸国、ヨーロッパ諸
国と比べて、ヒト・モノ・カネの流
れの規模は、残念ながらかなり小さ
いことが、次頁の表（出典：日本繊
維輸入組合）から見てわかる。
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貿易取引に関するあらゆる悩みにお応えします　IBO国際ビジネス起業支援サービス（有料）

インドの貿易規模はわが国の最大
の輸入相手国である中国と比べて30
分の1、最大の輸出相手国であるアメ
リカ合衆国と比べれば60分の１とい
う規模であり、インドが占める割合
も輸入・輸出両方とも約0.5％と、そ
のシェアは極めて低い。2000年に
おける繊維製品の輸入の割合はわず
かに1.3％、金額にして330億円と、
中国や他のアジア諸国に圧倒されて
いる。また、花形産業であるＩＴの
対 日 輸 出 も 極 め て 少 な い 。
NASSCOMの資料によれば、ＩＴ関
連の2000／01年度における日本を
含む東アジアへの輸出額の割合は、
総輸出額のわずか3.3％に過ぎず、北
米の62.06％、EU諸国の22.27％
に遠く及ばないのが現状である。

（３）インド貿易振興局の活動：日
印間の交流の架け橋として

日印交流促進を目的とした、さま
ざまな機関が活動をしている。日本
政府はニューデリーに大使館、ムン
バイ、カルカッタ、チェンナイに総
領事館を置いている。さらに日本貿
易振興機構、国際協力機構や国際協
力銀行、国際交流基金がそれぞれイ
ンドに支部を置き活動をしている。
これらの他、財団法人日印協会は、

長年にわたって主に文化面で日印関
係を支えており今年、創立100周年
を迎える。
一方、インド政府は、東京に大使

館、大阪に総領事館を開設し、他に
以下のPublic Sector Undertakings
（PSU）と呼ばれる政府関連機関が東
京に事務所を構え、貿易・観光・金
融・保険などの分野において日印関
係の発展に寄与している。
1. エア・インディア (Air India)
2. インド銀行 (Bank of India)
3. インド政府観光局 (Government
of India Tourist Office)
4. インド貿易振興局 (India Trade
Promotion Organisation)
5. インド海産物輸出振興局 (Marine
Products Export Development
Authority)
6. ニューインディア保険会社 (New
India Assurance Company)
7. インド・ステート銀行 (State
Bank of India)
8. インドハンディクラフト・ハンド
ルーム貿易会社 (The Handicrafts
and Handlooms Exports
Corporation of India Ltd.)
エア・インディア、インド銀行、

インドステート銀行、ニューインデ
ィア保険会社が、大阪に支社を置い
ている。
これらのＰＳＵのなかでインドか

ら日本への貿易全体の促進、並びに
日本からインドへの投資の促進を目
的に活動しているのが、インド貿易
振興局東京事務所である。
（URL:http://www.itpotyo.org）
インド貿易振興局は、インドと世

界各国の貿易振興を目的としたイン
ド商務省管轄の特殊法人で、本部は
ニューデリーにあり、インド国内に
４ヵ所、海外に５ヵ所事務所を運営
している。
インド貿易振興局・東京事務所は、

高品質なインド製品およびサービス
の紹介、対日輸出促進、日本からイ
ンドへの投資促進を目的として設立
され、情報提供、ビジネスマッチン
グなどのサービスを無料で行ってい
る。この他ほか、展示会やセミナー
の開催、インド日本の展示会への参
加などの活動を行っている。貿易振
興局が主催している展示会には、毎
年、経済産業省、外務省、大阪府、
東京都、日本貿易振興機構、日印協
会、日本商工会議所、日本繊維輸入
組合等の後援を得ている。今年は、
各種の展示会やセミナーなどを主催
または参加している。
その他「引き合い希望企業登録」

というビジネスマッチングサービス
を無料で実施しており、日本の企業
から取引の希望を登録して、本部の
あるニューデリーにその情報を送り、
後に貿易振興局の会員であるインド
企業がその希望に応えるというもの
である。年間約300件の日本企業か
ら登録がある。
インド貿易振興局は大阪を中心と

した関西地区においても積極的に活
動しており、関西地方の各企業への
情報の提供、引き合い希望企業登録
サービスの実施のほか、多くの展示
会を大阪で開催している。インド衣
料品展は毎年７月にマイドームおお
さかで開催し、３日間の会期中、
1,000人以上の業界関係者の来場が
あり、概ね好評を得ている。近年イ
ンド衣料品展の一環として、ファッ
ションショーを開催しており、こち
らも大変好評である。

（４）終わりに

「眠る巨像がようやく目を覚まし
た」としばしば表現されるように、
インドでは、着実に経済自由化、市
場開放、外交の多角化が進んでいる。
現在の改革が順調に進めば数十年後
には世界の大国の一つになるという
予測は、ほぼ間違いない。
私見であるが、このように着実な

成長を遂げているインドを、これま
でわが国はやや偏見の目で見てきた

インドを含む主要国との貿易・投資・人的交流の統計 
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* 単位：　億円 

外務省各国・地域情勢　　　　　　http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html 
財務省貿易統計　　　　　　　　　http://www.customs.go.jp/toukei/info/ 
財務省対外及び対内直接投資状況　http://www.mof.go.jp/1c008.htm　を参照。 
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貴社製品・技術の売り込み、海外企業の製品・技術の動向調査にご活用ください　海外見本市共同出展

感がある。現在でも、日本人の間で
は、インドと言えば一般的にカレー
と象、仏教の国であると思われ、多
くの歴史的遺産と貧困というイメー
ジが付きまとう。さらにはカシミー
ルにおける紛争や宗教暴動、列車事
故、天災など混乱のイメージも加わ
り、わが国の対印イメージは決して
良いものとは言えない。
しかし、現在のインドにおける二

輪・四輪自動車産業の隆盛、人工衛

星の打ち上げ、海洋探査、国内NGO
の活動、国内ファッション業界の台
頭、ケーブルテレビの急速な普及と
いったプラスの面は日本ではほとん
ど報道されていない。多くの場合、
混乱と混沌というイメージで報道さ
れており、残念ながら、インドに関
する大方のわが国のメディアの報道
は、非常に偏っているように思える。
現在のインドには問題が山積してい
ることは確かであるが、インドにお

けるポジティブな面にも目を向けて
いただくことを強く望む。

上海駐在員の独白 
～赴任後の半年を振り返って～ 

上海事務所　所長　小澤　龍明 

上海に赴任してから、あっと言う
間の半年であった。例のSARS騒ぎ
で静まり返っていた上海の街も元の
活気と喧騒を取り戻し、毎日が猛ス
ピードで通り過ぎてゆく。ここで少
し立ち止まり、私が知っている10年、
20年前の上海と現在を比較し、その
発展ぶりを述べたい。
街を歩くと、あちこちに小さな花屋
と果物屋が目に付く。品揃えも豊富で
値段の張りそうなものがズラリと並ん
でいる。10年、20年前にはちょっと
考えられなかった光景である。花屋は
勿論なく、果物屋は国営で果物を載せ
る籠はあっても、肝心の果物はついぞ
見かけることはなかった。上海人の生
活レベルの向上を物語っているが、そ
れと同時に中国の物流の発展ぶりを見
逃すことはできない。
かって、果物屋の店先で新疆地域

から輸送されてきたメロンの半分以
上が腐っていたこともあった。しか
し、今や花や果物といった極めてデ
リケートな商品の運搬が可能となっ

ておりグレーター上海だけでなく中
国全土の物流システムが整いつつあ
ると言えよう。
おりしも上海では健康志向の高ま

りとともに日本食が徐々に注目され
始めている。日本食が上海の食卓を
賑わす日もそれほど遠いことではな
いだろう。日本と中国は一衣帯水の
隣国同士である。ここに新しいビジ
ネスの萌芽を感じるのは何も私一人
だけではあるまい。
上海に住む日本人も大きく様変わ

りしてきたようである。以前は日本
人と言えば企業駐在員か語学留学生
ぐらいであったが、今は上海に腰を
据えて生活する日本人が増えてきて
いる。上海市のビジネス街で日本料
理店を開いているH氏もそのうちの一
人である。
その店の定食は10元（日本円にし

て150円）と言う破格の安さである。
この食堂のリーズナブルな価格設定
が地元の中国人にも受け入れられ、
連日、日本人だけでなく多くの中国

人客で賑わっている。日本料理店の
多くが上海在住の日本人を相手にし
ていることを考えれば、H氏の商売は
はるかに中国人のふところに入り込
んだ方法だと言えよう。
また、具体的な数値は分らないが、

ホテルやレストラン、日系企業等に
おいて上海現地採用の日本人の活躍
が目立つ。給料は1万元（15万円）
前後と日本の給料水準からすれば余
り恵まれているとは言えないが、中
国人社会に溶け込んで頑張っている
姿を見ると、一種の清々しさと頼も
しさを感じる。日本と中国の将来の
姿を考えるとき、こうした新しいタ
イプの日本人の役割は今後より重要
になると考える。彼らの奮闘に心か
らのエールを送りたい。
上海は多様な顔を持った大都市で

ある。一つの顔だけを見て、これが
上海だと断じるのは早計に過ぎる。
これからの駐在員生活の中で上海が
どんな顔を見せてくれるのか大いに
楽しみである。

香港のカレンシー・ボード制の行方 
～ドルペック制は続くか～ 

香港総商會　経済法務担当　上級マネージャー　顔　偉業 

豊かな経験
香港は「カレンシー・ボード制」

（為替レートを特定の外貨に固定させ
た上で、法律などに決められる厳格
なルールに従って、通貨発行量を外
貨準備の水準に連動させる制度）の
運営に豊かな経験を有している。中
国が70年続いた銀本位制を放棄し、

ボード制に移行したのは1935年の
ことであった。その背景には、すべ
ての銀資産を国有化するという中国
政府の決定を受けて、国民が銀貨の
ため込みに走ったという経緯がある。
英領植民地時代の香港は英ポンド

との固定相場制を維持していたが、
その後貿易・投資面で徐々に米ドル

との結びつきを強めていった。英国
政府が、すでに先に切り下げられて
いた米ドルに対して変動相場制の導
入を決定したことを受けて、1972
年、香港は英ポンドとの連動を放棄
し、5.65ＨＫドル＝1ＵＳドルのレ
ートでＵＳドル・ペッグ制へと移行
したのである。

インドの展示会場
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1973年、ＵＳドルが再び切り下
げられ、ドル売りの投機が起こると、
翌1974年、通貨の安定化を図るべ
く香港は変動相場制への移行を果た
した。香港の変動相場制は1983年
まで続いたが、1982年に香港返還
をめぐる英中会談が始まり、香港の
政治的先行きに不透明感が強まると、
インフレが急速に進行し、主要通貨
に対するＨＫドルのレートは下落の
一途をたどった。そしてついに
1983年9月24日には、対ＵＳドル
レートは１ＵＳドル＝9.55ＨＫドル
にまで落ち込んだ。
こうした事情を背景に、1983年

10月15日、１ＵＳドルを7.8ＨＫ
ドルとＵＳドルに固定させるカレン
シー・ボード制が導入され、信頼の
回復と期待の安定化が図られた。こ
の制度は、紙幣発行銀行である香港
上海匯豊銀行（HSBC）、スタンダー
ド・チャーター銀行および中国銀行
が、7.8ＨＫドルを発行する毎に１
ＵＳドルを拠出することを定めてい
る。これは香港金融管理局が、流通
しているすべての通貨を兌換できる
だけのＵＳドルを為替資金に確保す
るための措置で、本年7月末の外貨準
備高は1,120億ＵＳドル、流通量の
７倍の額に達している。

ＵＳドル連動制のメリットと維持
するためのコスト

この20年間、ＵＳドル連動制（ド
ルペック制）は、外国との結びつき
の強い経済を前提とした香港のファ
ンダメンタルズ（経済の基礎的条件）
において理想的に機能してきた。投
資家は、資金が一夜の内に霧散して
しまう心配をする必要がなく、また
貿易業者は、販売や購入に対して確
実に利益を上げることができるため
である。また通貨ペッグ制は、香港
ドル買い側の資金調達コストを引き
下げ、投資資金を呼び込むことで香
港の富の拡大にも一役買っていた。
ペッグ制は実質マイナス金利を背

景に、にわか景気を生み出したが、

このブームは資産バブル崩壊と共に
終焉を迎える。1997年、タイ・バ
ーツの暴落に端を発した通貨切り下
げの波はアジア全土に及び、香港政
府は投機筋の攻勢からペッグ制を死
守するための対応に追われることと
なった。金利は二桁単位で上昇し、
1977年10月にはついに280%を記
録した。通貨切り下げというオプシ
ョンは用意されていなかったため、
代わりに資産価値と賃金は下落を余
儀なくされた。
その結果、不動産価格、株価、個

人消費、銀行融資は軒並み低迷しデ
フレが蔓延した。政府はインフラ整
備費の増額や市民に対する経済支援
を行うなどして景気の刺激を図った
が、こうした施策はかえって赤字の
増大を招き、昨年度の赤字額は620
億ＨＫドル（約9,300億円、１ＨＫ
ドル≒15円）、率にしてGDPの5%
にも達した。今年度の赤字額は公式
には680億ＨＫドル（約1兆200億
円）と予想されているが、その額を
850億ＨＫドル（約1兆2,750億円）
と試算するアナリストも多い。赤字
が膨らみ、外貨準備高が減少の一途
をたどる中、ペッグ制を疑問視する
声は徐々に高まっている。とりわけ
最近の香港の政情不安とSARSの流
行を背景に、ペッグ制はその存続理
由を問われている。

ペッグ制継続か、廃止か、あるい
は人民元との連結か

今もペッグ制の継続を求める声は
大きいが、これはペッグ制の安定感
が高く評価されているためである。
ペッグ制を廃止した場合、香港ドル
の暴落、不動産価格と株価の一層の
下落、インフレの進行、金利の上昇
といった事態が懸念されている。香
港経済が未だに低迷する中、ペッグ
制を放棄すれば、経済事情が一段と
悪化する公算は高い。
「現時点でカレンシー・ボード制

の廃止を検討することは論外である」
というのが大方の一致した見解であ

る。ただ、エコノミストの間には、
香港経済が回復し地域の金融市場が
安定感を取り戻した段階でこの問題
を再考すべきだという意見もある。
香港の統治権が英国から中国に移っ
た今、香港ドルは人民元（以下「元」
という）にリンクさせるべきだとい
う声もある。これは、1983年に香
港のカレンシー・ボード制創設に関
わったチャールズ・グッドハート元
イングランド銀行総裁の意見でもあ
る。国全体で見た場合、香港経済と
中国経済とは別物であるが、中国南
部については、両者は密接につなが
っている。
とは言え、元が自由兌換通貨でな

いことを考えると、元との連動は現
実には難しそうである。自由兌換で
きない通貨とのペッグは世界市場の
変化や値動きに敏速に対応できなく
なる危険性をはらんでいるため、香
港がドル・ペッグから元ペッグに移
行した場合、香港経済の機能が損な
われることが懸念されるのである。
米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）

がデフレ封じを目的に金利引き下げ
を行ったこともあり、最近ではド
ル・ペッグ制への風当たりは幾分弱
まってきている。香港がドル・ペッ
グを維持しているということは、香
港の金利は米国の金利に連動して動
くということであり、これは香港経
済にとっては望ましいことである。
また経済自体もゆっくりと快方に向
かっている。
中国の貿易相手国の間で昨今元の

切り上げ要求が高まっていることも、
現行のペッグ制への追い風となって
いる。中国が短期的に何らかの行動
を起こすことはなさそうだが、8.3
元＝１ＵＳドルという現行の相場に
ある程度の幅が導入される可能性は
ある。香港と中国の消費者物価の格
差が縮まればデフレ圧力の減少につ
ながるため、これは香港にとっても
好ましい材料である。


